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川内村長　遠藤　雄幸　
　　　
平成２８年度大智学園高等学校学校評価結果について及び

校舎建設・特区区域内教育活動の再開について（通知）
　川内村は、国から構造改革特別区域計画の認定を受け許可した株式会社立の広域通信制高等学校「大智学園高等学校」の学校評価を特区法第12条第5項の規定に基づき実施し、その結果を通知します。

又、東日本大震災による現況については特区法に基づく区域内で教育活動が適正な事業展開されるよう、平成30年１月３０日開催された川内村教育特区学校審議会での同審議会規則第２条第２項に基づく答申もあり、下記のとおり通知いたします。

記
1　大智学園高等学校平成２８年度学校評価について
東日本大震災及び原子力災害により、本校舎が大規模半壊の被害を受け施設が解体となり、現在は新宿学習センターにおいて教育活動を行っている状況ですが、教育の充実を図るための教員を確保し、個々の学力に応じたきめ細やかな教育指導が為されていると判断できます。
今後においても、引き続き適切な学校運営に努め、教育の質的向上を図られたい。
2　大智学園高等学校校舎建築の進捗について
　　東日本大震災及び原子力災害以降認定区域内でのスクーリング活動が再開されておりますが、施設の設置には至っていません。学校校舎の建設進捗としては、村内への学校建設計画が提出されているものの、用地の確保等から当面は川内村内の遊休施設を活用し学校運営に努める意向があるため、早期の調整により、教育特区としての本来の認定区域内での教育活動が行われるよう努力願います。
